予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　新地理的表示制度導入支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
農政部　農産物流通課　輸出戦略・流通企画係　電話番号：058-272-1111（内2856 ）

                  E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   300千円（前年度予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	300

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成２７年６月１日から特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（地理的表示法※）が施行された。
地理的表示保護制度を周知するとともに、登録を支援し、産地と結び付いている農畜水産物・食品等の保護・活用を図り、農山漁村・地域の活性化に繋げる。
· 地理的表示（ＧＩ：Geographical Indication）とは

農林水産物・食品等の名称であって、その名称から当該産品の産地を特定でき、産品の品質等の確立した特性が当該産地と結びついているということを特定できるもの。

【登録申請の公示情報】
　　　　夕張メロン（北海道夕張市）、神戸ビーフ（兵庫県内）、市田柿（長野
県飯田市他）等
（２）事業内容

・国や関係機関と連携し、地理的表示保護制度活用を希望する農業者や生産団体に対し相談活動等を実施し、制度について普及啓発を行う。

（３）県負担・補助率の考え方
・県の農畜水産物等の登録を支援するものであり、登録された地理的表示は地域共有財産となるため、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	報償費
	

52
	講師謝金

	旅費
	98
	講師費用弁償費、説明会旅費

	消耗品
	150
	事務費

	合計
	300
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

· 地理的表示保護制度活用支援のための中央窓口（愛称：ＧＩサポートデスク）を開設している。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	地理的表示制度を周知するとともに、対象となりそうな産地と結び付いている農畜水産物・食品等を生産する農業者・生産団体に普及啓発し、登録支援を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地理的表示保護制度登録申請数
	－
	－
	－
	0
（H27）
	5
（H30）
	０％



（前年度の取組）

	


（今年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○


	諸外国でも、地理的表示保護制度の導入が進んでおり、国際的にも産品の付加価値を高める上で、重要な制度である。また、地域と繋がりのある食材や食文化の魅力の再評価は、地域の活性化につながり、県の支援は妥当である。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)


	


（今後の課題）

	・産地と結び付いている農畜水産物・食品等のリストアップ。
・地理的表示保護制度の認知度を高める。


（次年度の方向性）
	・地域ごとに地理的表示保護制度の説明会を開催する。
・登録を目指す団体の支援を行う。


